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出入国審査

情報システム

外国人
上陸
上陸審査；

入国カード提出；

ED 番号付け

出国確認；

出国カード提出

出国確認；

出国カード提出；

外国人登録証明書返却

市 （ 区 ） 町 村 役 場で

外 国 人 登 録

特別永住者･永住者の場

合：再入国許可書の発

給をうけ出国・再入国

出入国審査

情報システム

 外 国 人 登 録 記 録 情 報 シ ス テ ム
［ 登 録 外 国 人 統 計 ］

E D 番 号
　 /   旅 券 番 号

外国人登録
証 明 書 番 号

特 別 永 住 者 ･ 永 住 者 ：

E D 番 号 ･ 旅 券 番 号 は 無 し

番号間のリンク

 出 入 国 記 録 等 情 報 シ ス テ ム

［ 出 入 国 管 理 統 計 ］

長 期 在 留 者 管 理 ＝ 外 国 人 登 録 制 度

出 入 国 ･ 在 留 管 理 ＝ 上 陸 審 査 ･ 在 留 資 格 ･ 出 国 確 認 制 度

氏名

（漢字）

Name

氏 名

Family Name Given Name

国 籍 生年月日 　男　　女

住 所 職業

日本の連絡先

旅 券 番 号 航空機便名・船名

乗 機 地日本滞在予定期間

渡 航 目 的 署 名

外国人入国記録　DISEMBARKATION CARD FOR FOREIGNER

出入国記録番号　　区分

外 公 通 短 駐

就 特 渡 免

官用欄

CL/証

上特No.

切
り
取
り

官用欄
外登 外登証 出勧 紛失

氏名

（漢字）

(Name)

氏 名

Family Name

Given Name

国 籍 生年月日

外国人登録番号

航空機便名・船名

降 機 地

署名

外国人出国記録　EMBARKATION CARD FOR FOREIGNER

出入国記録番号　　　区分

官用欄

旅券から取り外さないでください。

切
り
取
り

外 国 人 は 入 出 国 す る 際 に 、 上 陸 時 に は 「 上 陸 許 可 申 請 / 上 陸 審 査 」

を 、 出 国 時 に は 「 出 国 確 認 」 を 受 け る 。 そ の 際 、 上 陸 時 に は 「 外 国 人

入 国 記 録 カ ー ド 」 を 、 出 国 時 に は 「 外 国 人 出 国 記 録 カ ー ド 」 を 、 入 国

審 査 官 に 必 ず 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 こ れ ら は 、 「 出 入 国 記 録 カ ー

ド （ E / D C a r d ） 」 と 呼 ば れ る カ ー ド に 必 要 事 項 を 記 入 す る こ と に

よ っ て 行 わ れ る 。 こ の カ ー ド は 、 入 国 審 査 官 （ 上 陸 港 ） か ら 直 ち に 法

務 省 （ 本 省 秘 書 課 情 報 管 理 室 ） に 送 ら れ 、 「 出 入 国 記 録 等 情 報 シ ス テ

ム 」 に 電 算 入 力 さ れ る （ 入 国 管 理 局 三 田 分 室 で 入 力 作 業 が 行 わ れ る よ う で

す ） 。 こ こ で 個 人 を 特 定 す る の に 重 要 な 役 割 を 果 た し て い る の が 、

「 旅 券 番 号 」 と 「 出 入 国 記 録 番 号 （ E D 番 号 ） 」 で あ る 。 入 国 外 国 人

情 報 は 、 以 降 、 こ の 番 号 に よ っ て 一 元 的 に 管 理 さ れ る こ と に な る （ 外

国 人 登 録 を 行 っ た 場 合 に は 、 外 国 人 登 録 番 号 が こ の 番 号 に リ ン ク す る

ことになる）。なお、データ処理には３～４週間を要するようです。

［出入国記録カードの電算処理について］

以 前 は 、 出 入 国 港 か ら 法 務 省 （ 本 省 ） に 送 ら れ 手 作 業 で 情 報 処 理 ・ 管 理 が 行 わ

れていたが、1968年６月からErectronic Data Processing System（法律用語で

は 電 子 情 報 処 理 組 織 と 呼 ぶ ） に よ る 業 務 処 理 が 企 画 さ れ 、 1 9 7 0 年 1 1 月 １ 日 か ら

電算処理されている。

［外国人登録］

 日本に在留する外国人は上陸後

90日以内に、また、日本で出生し

た者･日本で外国人となった者は当

該事由が生じた日から60日以内

に、市（区）町村役場（の長）に

対 し 、 外 国 人 登 録 を 行 わ な

け れ ば な ら な い （ 登 録 に 必

要 な も の は 、 外 国 人 登 録 申

請 書 、 ｛ 旅 券 ｝ 、 写 真 ２ 枚

［16才以上］、である）。

申請を受けた市（区）町

村の長は、申請内容を外国

人登録原票 に登録し、市

（ 区 ） 町 村 の 事 務 所 に 備 え る と と も に 、 外 国

人 登 録 証 明 書 を 作 成 し 、 申 請 者 に 交 付 し な け

ればならない。

外 国 人 管 理 情 報 シ ス テ ム の 概 念 図 ： 出 入 国 記 録 と 外 国 人 登 録 記 録 に 基 づ く 管 理
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作成者：Mick Montfiore

出 入 国 ･ 在 留 管 理 及 び 外 国 人 情 報 管 理 フ ロ ー チ ャ ー ト （ r e v.2. 2 ）

出入国審査情報処理

システム

入国港

入国審査官外国人

上陸申請
上陸審査

上陸許可証印

上陸審判
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役場

出国港
入国審査官
出国確認

出国

地方入国
管理局・

支局

申請の受理と
外国人登録証
明書の発行

不許可

許可

在留活動
（長期）

在留活動
（短期）

在留活動

在留活動
（長期）

特例上陸
許可

在留資格・
期 間 の 変 更 ・
更新申請等

外国人登録申請/
変 更 登 録 申 請

外国人登録記録
情報システム

入 国 記 録 カ ー ド の 提 出 ・ 作

成 ； カ ー ド は 法 務 省 （ 本

省）に送付され、電算処理

地 方 入 国 管 理 局 は 法 務 省 （ 本 省 ） と

電 算 ネ ッ ト ワ ー ク で 結 ば れ て お り （ オ

ン ラ イ ン シ ス テ ム と し て 1 9 9 1 年 ７ 月 に 完

成 ） 、 地 方 入 管 の 端 末 は 本 省 の 出 入 国

記 録 等 情 報 シ ス テ ム に 統 合 さ れ て い

る 。 在 留 資 格 変 更 ・ 期 間 更 新 等 の 申

請・審査記録が電算入力される。
1984年から稼働

1991年完成；情報の電算処

理は1970年11月から実施
外国人登録を行った者に関する出入国等記

録は外国人登録記録情報システムに統合

『出入国管理統計』 『在留外国人統計 』

登録除外者及び登録免除者を除く
外国人は、上陸後90日以内に居住
地がある市（区）町村役場で外国
人登録をしなくてはならない。

ED番号付け

登 録 外 国 人 は

「 外 国 人 登 録 証

明書」を返却。

外国人登録番号付け

在留資格付与・
在留期間決定

旅 券 に つ い て
は 、 機 械 読 取 り
旅 券 （ M R P ） へ
の 移 行 が 各 国 で
行われている。

旅券番号

出入国記録等
情報システム

1984年に
リンク

登録写票、指紋・署名原紙、写真；変

更登録報告書が都道府県庁を経由して

法務省（本省）に送付され電算処理

外 国 人 登 録 外 国 人 の 出 国

確 認 を 行 っ た 入 国 審 査 官

（ 港 ） は 出 国 通 知 書 を 作

成 し 、 本 省 と 市 （ 区 ） 町

村 役 場 に 送 付 す る 。 市

（ 区 ） 町 村 役 場 は 、 そ れ

を 受 け 「 登 録 原 簿 を 閉

鎖 」 し 、 都 道 府 県 を 通 じ

て法務省に報告する。

出国記録カードの提

出・作成；カードは法

務省（本省）に送付さ

れ、電算入力される

出入国審査情報処理

システム

外国人登録

申請



外 国 人 登 録 手 続 き の フ ロ ー チ ャ ー ト 及 び 「 外 国 人 登 録 原 票 」 の 様 式
1995年経済統計学会全国総会報告（山田 満「外国人管理情報システムと統計情報装置」）

外国人 市（区）

町村役場

外国人登録申

請書への記入

16才以上：

永住者：登録原票・署名

原紙に署名

非永住者：登録原票・指

紋原紙に指紋押捺

16才未満

市（区）町村役場が：

・公簿である登録原票を作成

・外国人登録写票の作成（電

算シート部分の記入）

・登録証明書調整用データの

作成（16才以上）

都道府県知事を

経由して法務省

に登録写票・調

整用データ・指

紋原紙・署名原

紙を送付

16才以上：地方入

管局・支局に調整

用データを送付

地方入国管理局・支局で

外国人登録証明書を作成

外国人登録

証明書交付
16才未満：市（区）町村で

外国人登録証明書を作成

外国人

新居住地の

市区町村役場

申請受理

登録証明書の居住

地欄を変更した

後、登録証明書を

当人に返還する。

旧居住地の市区町

村長にたいし保管

している登録原票

の送付請求

外国人登録

証明書

旧居住地の

市区町村長は、原票

送付請求に応じ新居

住地の市区町村長に

原票を送付

送付されてき

た登録原票に

必要事項を記

載し保管

登録原票の「変更登録

報告書」を作成し、都

道府県知事を経由し法

務大臣に報告

(1) 氏名 性別 生年月日 （６）登録の年月日

M i c k  S c o t  M o n t f i o r e

男

女

1950年５月１日 平成３年10月16日

（２）国籍 （２）職業　　　　

アイルランド共和国 Prof

指紋･

署名
(7) 登録番号 申請年月日 事由 確認の日

次回確認

の基準日

登録証名所発行の市

区町村名

交付予定

期間
交付年月日

指 xxxxxxxxx xx x xx xxxxxxx xx xx

（4）旅券番号

x xxxxxx

（5）旅券発行年月日

1990年2月10日

（9）上陸許可年月日

1991年9月10日

（10）在留の資格

Prof

（11）在留期間

xxxxx

作成年月日・作成事由

xxxxxx

(12) 出生地 Belf ast , Ant r i m,Nor t her n I r eland
(13)国籍の属する国に

おける住所又は居所
64 Hyndf or d St r eet ,Dubl i n,56 B,I r eland

(14) 居住地 xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

(15) 世帯主の氏名 M i c k  S c o t  M o n t f i o r e

(17) 勤務所又は事務所

の名称及び所在地 作成市区町村長名

199３年１月７日以降の様式（16才以上の外国人）

外 国 人 登 録 証 明 書日 本 国 政 府 第 号

(1) 氏名

生年月日

(14)居住地

(15)(16)世帯主等

年 月 日 男M.　女F.

次 回 確 認 （ 切 替 ） 申 請 期 間

　　年　月　日から30日以内

発行者

写 真 欄

(2)(13)国籍等

(12)出生地

(3)(17)職業等

年 月 日

年 月 日

年 月 日

(4)(5)旅券

(9)上陸許可

(10)在留の資格

(11)在留期限

本人の署名

あるいは

指紋

（旅券番号を記載）

（職業及び勤務先

を記載）

全国一連番号

外国人登録（１）：新規登録の場合 外国人登録（２）：居住地変更登録の場合

市（区）町村役場で作成され保管される外国人登録原票のおおよその様式
［ 外 国 人 登 録 の 変 更 申 請 ］ 登 録 外 国 人 は 、 居 住 地 、 在 留 資

格 、 職 業 ･ 勤 務 先 、 等 に 変 更 が あ っ た 場 合 に は 、 1 4 日 以 内 に

市 （ 区 ） 町 村 役 場 に 出 頭 し 、 「 変 更 登 録 申 請 」 を 行 わ な け れ

ばならない。



外国人雇用状況報告制度の創設（1993年 ；労働省職業安定局）：報告制度と統計調査制度との「ねじれた」関係
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労働省は、1993年４月１日、労働大臣の諮問機関 中

央 職 業 安 定 審 議 会 （ 会 長 ： 高 梨 昌 ） の 建 議 「 今 後 の 外 国 人

雇 用 対 策 の 方 向 に つ い て 」 に 基 づ き 、 「 職 業 安 定 法 施 行 規

則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 」 を 施 行 し 、 「 外 国 人 雇 用 状 況 報

告制度」を創設した。
「 職 業 安 定 法 施 行 規 則 第 3 4 条 （ 職 業 安 定 法 第 5 3 条 の ２ に 関 す る

事 項 ） 労 働 大 臣 は 、 国 民 の 労 働 力 の 需 要 供 給 の 適 正 な 調 整 な ど

を 図 る た め 、 事 業 主 に 対 し て そ の 雇 用 す る 外 国 人 労 働 者 の 雇 用

に 関 す る 状 況 に 係 わ る 資 料 の 提 供 を 求 め る こ と 等 に よ り 、 外 国

人労働者の雇用の動向の把握に努めるものとする」

「 外 国 人 雇 用 状 況 報 告 制 度 」 は 、 雇 用 す る 外 国 人 労 働 者

の 人 数 、 職 種 別 ･ 出 身 地 別 ･ 在 留 目 的 別 内 訳 、 過 去 １ 年 間 の

入 離 職 状 況 な ど の 把 握 を 目 的 と し て 、 1 ） 毎 年 、 2 ） ６ 月 １

日 現 在 で 外 国 人 労 働 者 （ 但 し 、 永 住 者 ･ 特 別 永 住 者 を 除 く ）

を 雇 用 す る 全 て の 事 業 所 の 事 業 主 に 対 し 、 3 ） 右 に 掲 載 し た

様 式 の 「 外 国 人 雇 用 状 況 報 告 書 」 に よ り ６ 月 １ 日 現 在 に お

け る 外 国 人 労 働 者 の 雇 用 状 況 に つ い て 、 4 ） 同 年 の ７ 月 1 5

日 ま で に 、 5 ） 当 該 事 業 所 の 所 在 地 を 管 轄 す る 公 共 職 業 安 定

所の長に報告する、というものである。

こ の 報 告 制 度 は 、 「 外 国 人 労 働 者 が 地 域 の 労 働 市 場 に 及

ぼ す 具 体 的 な 影 響 を 把 握 す る と と も に 、 個 々  の 事 業 所 に お

け る 外 国 人 労 働 者 の 雇 用 の 安 定 を 含 め た 労 働 力 需 給 の 適 正

な 調 整 、 個 々  の 事 業 所 に お け る 外 国 人 労 働 者 に 対 す る 適 切

な 雇 用 管 理 を 促 進 す る 」 （ 前 掲 の 建 議 よ り ） と い う 政 策 的

課 題 を 達 成 す る た め に 、 職 業 安 定 所 が 、 提 出 さ れ た 報 告 書

（ ＝ 個 票 ） に よ っ て 得 ら れ た 個 体 情 報 に 基 づ き 、 個 別 事 業

所 に た い し て 外 国 人 の 職 業 紹 介 、 雇 用 管 理 な ど に 関 し 指 導 ･

助 言 を 与 え る と い う 積 極 的 労 働 市 場 安 定 化 ･ 調 整 装 置 に 組 み

込まれた情報収集装置として企画されたものであった。

と こ ろ で 「 外 国 人 雇 用 状 況 報 告 書 」 は 、 右 に 掲 載 し た 様 式 か ら も 認

め ら れ る よ う に 、 統 計 調 査 に お け る 「 調 査 票 」 に 相 当 す る 側 面 を 持 っ て

い る （ も ち ろ ん 、 こ の 報 告 制 度 は 統 計 調 査 を 統 計 調 査 と す る よ う な 形 式

で の 体 系 的 ･ 組 織 的 な 実 査 マ シ ー ン を 持 っ て い な い と し て も ） 。 実 際 、

労 働 省 は 、 『 労 働 白 書 』 等 を 通 し て 、 こ の 報 告 の 結 果 を 統 計 表 形 式 で 公

表 し て い る （ 通 常 、 届 出 統 計 の 形 式 を 取 る が 、 こ の 場 合 、 統 計 法 と の 関

係 は 、 ど う な る の か ） 。 報 告 制 度 と 統 計 調 査 制 度 と の 関 係 は 簡 単 で な い

ように思われる。

平成　　年６月１日現在の外国人労働者の雇用状況を次の通り報告します。

　　　　　　　　公共職業安定所長　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　　月　　　日

１

事

業

主

２

外

国

人

労

働

者

の

雇

用

状

況

（１）氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

（２）住所（法人にあっては対象となる事業所の所在地） 電話番号

（３）事業の種類 （　　　　　　　　　　　　　　　） （４）事業所で雇用する労働者の総数 人

（１）事 業 所 で 雇 用 す る 外 国 人 労 働 者 の 数 （男子　　　人、女子　　　人）

（２）職種別外国人労働者の数（（　）内は職種別労働者の総数） (3) 出身地別外国人労働者の数 (4) 目的別外国人労働者の数

a

b

c

d

e

f

g

専門・技術・管理職

営業・事務職

販売・調理・給仕・接客員

生産工程作業員

建設土木作業員

運搬労務作業員

その他（　　　　　　　　）

人（　　　人）

人（　　　人）

人（　　　人）

人（　　　人）

人（　　　人）

人（　　　人）

人（　　　人）

a

b

c

d

e

f

g

東アジア

東南アジア

その他アジア・中近東

北 米

中南米

ヨーロッパ

その他

人

人

人

人

人

人

人

a

b

c
d

一般労働者

　　（うち日系人

留学生・就学生（ア

ルバイト）

技能実習生

ワーキング・ホリデー

人

)

人

人

人

a
b

雇入れ数

離職者数

人

人

（６）（１）以外で事業所内で就労する外国人労働者の数 人（男子　　　人、女子　　　人）

記録担当者 所属部課 氏名 印

備考 ・ここでいう外国人には、わが国で永住を認められている在日韓国・朝鮮人等は含まれません。また、事業所内で実務研修を

受けている外国人研修生は労働者に含まれません。

・２の外国人労働者の雇用状況の「（１）事業所で雇用する外国人労働者の数」、「（２）職種別外国人労働者の数」、「（３）

出身地別外国人労働者の数」、「（４）目的別外国人労働者の数」、「（５）過去１年間の外国人労働者の雇入れ数・離職

者数」欄には、本年６月１日現在事業所で直接雇用している外国人労働者（留学生・就学生（アルバイト）、技能実習生、

ワーキング・ホリデーを含みます）について記入してください。

・「（６）（１）以外で事業所内で就労する外国人労働者の数」欄には、事業所で直接雇用している外国人以外で、労働者派

遣・請負等により事業所内で就労している外国人労働者がいる場合に、その人数について記入してください。

・その他裏面の留意事項も参照して記入してください。

(5) 過去1年間の外国人労働者の

雇入れ数・離職者数

外 国 人 雇 用 状 況 報 告 書

結 局 の と こ ろ 重 要 な こ と は 、 行 政 機 関 は 行 政 の 業 務 遂 行 に 不 可 欠

な 情 報 を 、 ど の よ う な 形 態 （ 報 告 制 度 形 式 か 、 あ る い は 統 計 調 査 制

度 形 式 か ） で 収 集 ･ 生 産 す る の か と い う こ と で あ る 。 た と え ば 、 比

較 対 象 と し て 、 企 業 活 動 基 本 調 査 ［ 通 産 省 ； 1 9 9 2 年 に 指 定 統 計 調

査 と し て 創 設 ； 当 初 は ３ 年 毎 実 施 、 1 9 9 6 年 以 降 は 毎 年 実 施 に 変

更 ］ は 、 ど の よ う な 社 会 的 諸 力 の 凝 集 効 果 と し て 統 計 調 査 制 度 と し

て産出されたのかを「社会（歴史）科学的」に分析すること。

と こ ろ で 、 統 計 審 議 会 の 答 申 「 統 計 行 政 の 新 中 ・ 長 期 構

想 」 （ 9 4 年 3 月 ） は 、 個 別 統 計 分 野 の 諸 課 題 と し て 、 「 外 国 人

労 働 者 の 実 態 の 的 確 な 把 握 に 資 す る た め 、 労 働 省 は 必 要 な 調 査

の 実 施 を 検 討 す る 」 と し て い る が 、 こ の 報 告 制 度 と の 関 係 は ど

うなるのか注目したい。





1995年経済統計学会全国総会（山田 満「外国人管理情報システムと統計情報装置」）

◆「短期滞在」からの不法残留

者については有効な方策がない

◆「就学」については、「日本

語教育施設」を指導することで

コントロール可能

不法残留・不法

就労者問題；有

効な取り締まり

の方策はないか

統計情報を

中 心 に

実 態 把 握

●「短期滞在」資格

から不法残留になる

ケースが一番多い

●「就学」資格から

の不法残留者の比率

が高い（増加傾向）

●不法残留が長期化

してきている

日本語学校の

指導を行う

日本語学校

調査の実施

▲地方入管局が各日本

語学校ごとの不法残留

率を定期的に調査：除

籍・退学等になった者

を「外国人管理情報シ

ステム」を利用して追

跡し、各施設ごとの不

法残留率を求める

残留率等で

教育施設の

適否を判定

「不適正」

教育施設

「適正」

教育施設 入管局とし

て支援する

入管局が

指導

不法就労者/

不法残留者数

コントロール

政策

法 務 省 入 国 管 理 局 に よ る 日 本 語 教 育 施 設 の 定 期 調 査 と 不 法 就 労 / 不 法 残 留 者 数 の コ ン ト ロ ー ル

　 　 　 　 外 国 人 統 計 情 報 装 置 と 外 国 人 管 理 情 報 シ ス テ ム の 機 能 作 用 の 一 例 　 　 　 　

法 務 省 入 国 管 理 局 は 、 1 9 9 4 年 下 半 期 に 、 全 国 の 日 本 語 教 育 施 設 3 8 7 校 （ う ち 1 9 9 4 年 ４

月 末 現 在 で 在 籍 者 2 0 人 以 上 の 施 設 は 2 3 0 校 ） を 対 象 に 「 不 法 残 留 率 」 調 査 を 実 施 し

た 。 こ こ で ､ 「 不 法 残 留 率 」 と は ､ 1 9 9 4 年 １ ～ ６ 月 に 施 設 を 除 籍 ･ 退 学 等 に な っ た 後 そ

の ま ま 不 法 に 残 留 し た 者 の 数 を 1 9 9 3 年 1 0 月 末 現 在 の 在 籍 者 数 で 割 っ た 値 で あ る 。 こ の

法 務 省 入 国 管 理 局 「 日 本 語 就 学 生 の 在 留 状 況 と 今 後 の 受 け 入 れ 方 針 」 ( ' 9 5 年 １ 月 ） の 概
要；；

１ ． 在 留 資 格 「 就 学 」 か ら 不 法 残 留 す る 外 国 人 の 状 況 ： 1 9 9 4 年 ５ 月 １ 日 現 在 で 本 邦

に 不 法 に 残 留 し て い る 外 国 人 の 総 数 は 2 9 3 , 8 0 0 人 で 、 対 前 年 比 ､ 対 前 回 比 と も わ ず か な

が ら 減 少 し て い る 。 こ の う ち 在 留 資 格 「 就 学 」 か ら の 者 に つ い て だ け 見 る と 2 3 , 9 9 5 人

で 、 前 年 同 月 比 3 , 9 0 0 人 増 （ 1 . 9 4 % 増 ） と な っ て い る 。 特 に 中 国 人 就 学 生 に 関 し て は 就

学 か ら の 不 法 残 留 者 の 8 5 . 6 % を 占 め て お り ､ 「 入 管 行 政 上 見 過 ご せ な い 問 題 と な っ て い

る ｣ 。 ； 全 国 の 日 本 語 教 育 施 設 3 8 7 校 を 対 象 に 当 局 が 実 施 し た 調 査 結 果 に よ る と 、 1 9 9 4

年 上 半 期 に 施 設 を 除 籍 ､ 退 学 な ど に な っ た 後 そ の ま ま 本 邦 に 不 法 に 残 留 し た 者 の 数 が 1 0

人 以 上 の 施 設 は 8 1 校 あ り 、 さ ら に 5 0 人 以 上 に ま で 及 ん で い る 施 設 が ８ 校 あ る 。 不 法 残

調 査 は 、 外 国 人 管 理 の 実 務 に お い て 外 国 人 管 理 情 報 シ ス テ ム が ど の よ う な 働 き を し て い

る か 、 そ の な か で 統 計 情 報 装 置 が ど の よ う な 位 置 を 占 め 、 ど の よ う な 働 き を し て い る

か、を理解する上で有効な題材であるように思う。

留 率 に つ い て み る と 、 3 0 % を 超 え る 施 設 が 2 6 校 あ る 一 方 で 、 在 籍 者 2 0 人 以 上 を 有 し か つ

不法残留率が５%未満の施設は103校ある。

２ ． 日 本 語 就 学 生 受 け 入 れ に 関 す る 今 後 の 方 針 ： （ 1 ） 日 本 語 教 育 施 設 ご と の 在 籍 管 理

状 況 に 応 じ た 取 り 扱 い の 実 施 ； 「 日 本 語 教 育 施 設 ご と に ど の 程 度 の 不 法 残 留 者 が 発 生 し

て い る か を 各 地 方 入 管 局 に お い て 定 期 的 に 調 査 し 、 そ の 結 果 、 不 法 残 留 者 の 発 生 す る 割

合 が 低 い 教 育 施 設 で 、 学 生 の 募 集 選 抜 方 法 や 在 籍 管 理 面 か ら 判 断 し て 適 正 と 認 め ら れ る

も の に つ い て は 、 . . . 　 当 該 教 育 施 設 に よ る 就 学 生 受 け 入 れ 拡 大 を 支 援 す る 。 「 不 法 残 留 者

を 多 く 発 生 さ せ て い る 教 育 施 設 に つ い て は 、 学 生 の 在 籍 管 理 に 欠 陥 が あ る も の と し て 入

学 選 考 の 方 法 な ど に つ い て 抜 本 的 な 見 直 し を 求 め る こ と と し 、 そ れ で も 改 善 が 図 ら れ な

い場合は...断固たる処置を採る｡」　［以下、省略］

［注］図記号の使用法は、JIS/ANSI の作法に

は従っていません。
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